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Q. Ａ病院の院長ですが、当院で発生した患者との紛争についてアドバイスをお願いします。 

事実経過 

当院の精神神経科の患者Ｂ（４０代・女性）から、当病院の診療受付終了時刻間際に、「前

回受診時に行った脳のＭＲＩ検査の結果を聞きたいので受診したい」との電話がありました。患者

Ｂがしつこく診察を希望するので、検査結果を伝えるだけという条件付で精神科の医師Ｃが面談し

ました。 

医師Ｃは患者Ｂに対し検査結果に異常がないことを伝え面談を打ち切ろうとしましたが、患者Ｂ

は帰ろうとせず、「過去に友人男性からストーカーまがいの行為をされて首を絞められるなどの被害を

受けたことがあり、これが現在の自分の病気の原因となっている」などと自らの病状についてまくしたて

たうえ、検査結果についても延々と質問を繰り返しました。医師Ｃは、患者Ｂがあまりにもしつこく、

また、医師Ｃの話を聞こうとしないため、人格的に問題があると考えました。そこで、「あなたの病名

は『人格障害』です」と述べて面談を打ち切り診察室から出ました。 

ところが後日、患者Ｂが来院し、「医師Ｃの不適切な言動によって精神的苦痛を受け、ＰＴＳＤ

を発症した。慰謝料を支払え」と要求し、支払わないと訴訟を起こすと言ってきました。 

質問  

当院にはＢに慰謝料を支払う義務がありますか。 

A. 結論 

Ａ病院には、慰謝料支払義務はないと判断します。 

理由 

医師Ｃが「人格障害」という病名を告知した点は、医師として適切とは言えませんが、それ自体が

ＰＴＳＤの発症原因となり得る外傷的な出来事に当たるとはいえません。医師Ｃの発言は、患

者が受けた過去のストーカーまがいの行為には類似しておらず、これを想起させるものではないの

で、ＰＴＳＤの診断基準には該当しません（参考資料）。 

また、事件の背景として、①面談をするにあたって検査結果を伝える以外に緊急の要件がなかった

こと、②診療受付時刻を過ぎてからの面談であったこと、③患者Ｂが医師Ｃに対して、当初の面談

の目的を超えて自らの病状について延々と訴え、質問を繰り返してきたこと、などの事情があったこと

を考慮すると、医師としての注意義務に反するとまでは言えないと考えます。 

したがって、慰謝料の支払義務はありません（参考判例参照）。 
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ケースも増えていますので、それに備える意味で

も、診察時の医師と患者の会話をすべて自動的に

録音する装置を、病院が設置する必要があると思

います。 

 

参考判例 

1 事案の概要 

精神神経科の医師が面談中に抑鬱神経症の患者

に対し「あなたは人格に問題があり、普通の人と

行動が違う」「病名は人格障害である」と告げ、

話はもう終わりであるから帰るよう告げて診察

室から退出したことが、それまで抑えられていた

患者のＰＴＳＤ症状の発現の原因となったとし

て、患者が病院に対し約 680 万円の損害賠償を請

求した事例。 

2 第一審判決（東京地裁）は、原告の請求を棄却し

た。  

3 第二審判決（東京高裁）は、精神が不安定な患者

に対して医師が短絡的にＢＰＤ（人格障害）であ

ると診断して病名を告知した言動が患者にＰＴ

ＳＤを発症させたと判断し、病院に対して約 201

万円の支払を命じた。 

4 最高裁判所平成 23 年 4 月 26 日判決 

（判例時報 2117 号 3 頁） 

最高裁判決は、患者が診療受付時刻を過ぎて来院

し、検査結果を伝えるだけとの条件で診察が行わ

れたが、自らの病状についての訴えや質問を繰り

返したという事情を考慮して、医師の言動が注意

義務に反すると評価することに疑問を入れる余

地があるうえ、本件言動と患者の発症との間に相

当因果関係があるということはできないとして、

高裁判決を取消し、患者の請求を棄却した。  

 
参考資料 1 

ＰＴＳＤの一般的な診断基準は，ＤＳＭ－Ⅳ―ＴＲ

（アメリカ精神医学会の「精神疾患の診断・統計マニ

ュアル」）、ＷＨＯ策定のＩＣＤ－10（「疾病及び関連

する健康の諸問題についての国際統計分類〔第 10 改

訂版〕）等の文献に示されているので参照されたい。 

 

医 師：昔の精神科では「人格障害」という病名

をつけた時代がありますが、烙印的、偏見的ニュ

アンスが強いことから、現在では、「パーソナリテ

ィ障害」という病名を使用しています。これは、

「精神分裂病」という病名が「統合失調症」に変

更されたのと同じ意味合いの名称変更です。 

弁護士：現在では、医師が患者に「人格障害であ

る」と言えば、ドクハラにあたる可能性がありま

す（本誌連載『第２５回 ドクハラ』を参照。）。

専門家としての品格が疑われるだけではなく、病

院の使用者責任も問われかねませんから十分に注

意しなければなりません。 

医 師：今回の場合は、そもそも本来の診療受付

時刻を過ぎてからの患者ですし、当初の面談の目

的を超えて関係のない質問を延々と繰り返してき

たとなれば、多少言い過ぎの嫌いはありますが、

面談を打ち切った医師Ｃを非難できないように思

います 

弁護士：そうですね。参考判例の第一審判決も同

様の考えで、患者の請求を棄却しています。 

医 師：ところが、第二審判決では、病院を敗訴

させ、２０１万円という高額の慰謝料の支払を命

じました。それは、なぜでしょうか。 

弁護士：高等裁判所は、詳細な事実認定をした後

に、医師が短絡的に人格障害という病名を告知し

た言動がＰＴＳＤを発症させたと判断しました。 

この発言が患者とのトラブルの中で行われてお

り、医師が人格障害として治療を進める予定もな

いのに告知したことは、単に患者に烙印を押して

恥をかかせるものであり、診療としては不必要な

発言だったと判断したものと思われます。 

医 師：ところが、その後、最高裁判所では、高

裁判決を取消しています。この点は、どう解釈す

ればいいのでしょうか。 

弁護士：判決文の字面だけみると、医師の言動と

患者のＰＴＳＤ発症の間に相当因果関係がないと

判断して患者の請求を棄却しています。しかし、

高裁が重視した病名告知行為が治療行為として必

要だったかという点ではなく、最高裁は、この事

件の背景事情を重視し、しつこい患者と未熟な医

師のトラブルの中で発生した偶発的な出来事であ

り、医師に責任を負わせるのは酷であるという大

局的判断に基づく大岡裁きをしたと、私は評価し

ています。 

医 師：今回のような対応が難しい患者との会話

だけで訴えられるのなら、医師は、身を守るため

診察時の会話を録音しておく必要がありそうです

ね。 

弁護士弁護士：そうですね。特に、近年、インフォーム

ドコンセントが不十分だという理由で訴訟になる
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① 医師は患者を治療する立場であるから、心

理的余裕を持って冷静に患者に接するべ

きであり、好ましくない患者の言動に感情

をかき乱されてはならない。 

② 自己主張が強く身勝手な患者や治療に協

力的でない患者が増加しているが、医師が

怒りや嫌悪の感情を抱くと、負の感情が患

者に伝わり、トラブルの原因となる。 

③ 診察時の会話を録音することは、医師の法

的防御のみならず、問診テクニックの向上

にも役立つ。 
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